
自
主
財
源

53
億
４
９
５
８
万
円

34.6%

依
存
財
源

１
０
１
億
３
２
４
２
万
円

65.4%

■市税

　37億9009万円 24.5%（1.5%）
■繰入金

　７億1897万円 4.6%（34.9%）
■分担金及び負担金

　３億1420万円 2.0%（▲ 3.7%）
■諸収入

　２億2606万円 1.5%（▲ 2.4%）
■その他

　　３億26万円 2.0%（▲ 0.5%）

■地方交付税

　52億7000万円 34.0%（14.1%）

■その他

　２億6000万円 1.8%（▲ 4.8%）

■地方消費税交付金

　６億1000万円 3.9%（1.7%）

■県支出金

　10億1441万円 6.5%（4.1%）

■市債

　11億9640万円 7.7%（25.3%）

■国庫支出金

　17億8161万円 11.5%（6.6%）

■　

一
般
会
計
の
概
要

　

一
般
会
計
は
、
市
税
を
は
じ
め
、

国
・
県
の
補
助
金
や
交
付
金
な
ど
を

財
源
と
し
て
、
保
健
や
福
祉
、
教
育
、

土
木
、
環
境
対
策
な
ど
の
基
本
的
な

施
策
を
行
う
会
計
で
す
。

　

市
長
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
た

「
一
つ
上
の
ま
ち
づ
く
り
」
の
実
現

に
向
け
、
匝
瑳
市
総
合
計
画
後
期
基

本
計
画
や
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
関
連
事
業
、

匝
瑳
市
総
合
戦
略
な
ど
に
掲
げ
る
施

策
を
推
進
し
、
優
先
的
に
取
り
組
む

べ
き
事
業
へ
重
点
的
に
財
源
を
配
分

し
て
い
ま
す
。

▼
市
民
税
な
ど
が
増
え
、
自
主
財
源

が
前
年
度
に
比
べ
増
加

　

歳
入
の
自
主
財
源
で
は
、
個
人
お

よ
び
法
人
市
民
税
、
固
定
資
産
税
な

ど
の
増
加
に
よ
り
、
市
税
が
前
年
度

に
比
べ
約
５
７
０
０
万
円
増
え
て
い

ま
す
。

　

依
存
財
源
で
は
、
広
域
ご
み
処
理

施
設
整
備
の
負
担
金
に
係
る
震
災
復

興
特
別
交
付
税
の
増
加
な
ど
が
あ
る

一
方
で
、
普
通
交
付
税
は
前
年
度
と

同
額
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

▼
市
長
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
関
連
事
業
を

重
点
的
に
実
施

　

歳
出
で
は
、
小
学
校
ト
イ
レ
大
規

模
改
造
事
業
や
パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場
整

備
事
業
な
ど
の
投
資
的
経
費
、
広
域

ご
み
処
理
施
設
整
備
の
負
担
金
の
増

額
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
任

意
的
経
費
が
12
億
円
以
上
増
加
し
て

い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
市
の
貯
金
で

あ
る
財
政
調
整
基
金
か
ら
６
億
４
０

０
０
万
円
を
取
り
崩
し
ま
し
た
。

　

人
口
減
少
対
策
や
地
域
活
性
化
に

係
る
施
策
で
は
、
移
住
希
望
者
が
本

市
で
の
日
常
生
活
を
体
験
で
き
る
お

試
し
住
宅
の
提
供
や
、
住
宅
の
リ

フ
ォ
ー
ム
工
事
に
要
す
る
費
用
の
一

部
助
成
を
新
た
に
実
施
し
ま
す
。
そ

の
他
、
保
健
セ
ン
タ
ー
内
と
市
役
所

１
階
福
祉
課
に
「
匝
瑳
市
子
育
て
世

代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
開
設
し
、

一
般
会
計
に
１
５
４
億
８
２
０
０
万
円
を
計
上

　

平
成
31
年
度
当
初
予
算
が
市
議
会
３
月
定
例
会
で
可
決
さ
れ
、
一
般
会
計
予

算
は
１
５
４
億
８
２
０
０
万
円（
前
年
度
比
８
・
９
％
増
）で
、
特
別
会
計
と
合

わ
せ
た
総
額
は
２
７
１
億
２
８
８
８
万
円（
同
５
・
７
％
増
）と
な
り
ま
し
た
。

問
財
政
課
財
政
班
☎
73
・
０
０
８
５

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
実
現
に
向
け
予
算
配
分

一 般 会 計

歳入［入ってくるお金］

平
成
31
年
度
当
初
予
算
概
要
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扶助費扶助費
3131億億29952995万円万円
20.220.2%%

補助費等補助費等
3030億億77327732万円万円
19.919.9%%

物件費物件費
1919億億14201420万円万円
12.412.4%%

投資的経費投資的経費
1212億億23932393万円万円
7.97.9%%

繰出金繰出金
1313億億96399639万円万円
9.09.0%%

その他その他
４４億億40304030万円万円
2.92.9%%

人件費人件費
2626億億20132013万円万円
16.916.9%%

公債費公債費
1616億億79787978万円万円
10.810.8%%

義務的
経費
47.9%

任意的
経費
52.1%

■その他
　　　2502万円 0.2%（▲ 28.6%）

■議会費
　１億8002万円 1.2%（▲ 7.4%）

■商工費
　 ２億353万円 1.3%（▲ 5.4%）

■農林水産業費
　５億6563万円 3.7%（▲ 4.5%）

■消防費
　 ７億428万円 4.5%（▲ 5.6%）

■土木費
　７億9828万円 5.2%（▲ 0.4%）

■公債費
　16億7978万円 10.8%（5.9%）

■教育費
　18億3498万円 11.8%（25.3%）

■総務費
　18億6369万円 12.0%（6.4%）

■衛生費
　24億8915万円 16.1%（44.3%）

■民生費
　51億3764万円 33.2%（0.6%）

さ
ま
ざ
ま
な
機
関
と
連
携
し
な
が
ら
、

窓
口
や
電
話
で
の
相
談
、
家
庭
訪
問

な
ど
を
通
し
て
、
妊
娠
、
出
産
、
育

児
に
対
す
る
不
安
な
ど
を
抱
え
る
子

育
て
家
庭
を
支
援
し
ま
す
。
ま
た
、

特
定
不
妊
治
療
に
係
る
費
用
の
一
部

助
成
を
制
度
化
し
、
不
妊
治
療
を
受

け
る
夫
婦
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
や

少
子
化
対
策
の
充
実
を
図
り
ま
す

（
４
ペ
ー
ジ
で
主
要
な
事
業
を
紹
介
）。

■　

特
別
会
計
の
概
要

　

特
別
会
計
は
、
保
険
料
な
ど
特
定

の
収
入
で
事
業
を
行
う
た
め
一
般
会

計
と
区
別
し
て
経
理
す
る
会
計
で
す

（
＝
左
表
）。

　

国
民
健
康
保
険
事
業
は
前
年
度
比

で
１
・
７
％
増
加
、
後
期
高
齢
者
医

療
事
業
は
同
０
・
４
％
減
少
、
介
護

保
険
事
業
は
同
６
・
１
％
増
加
し
て

い
ま
す
。

　

ま
た
、
病
院
事
業
会
計
で
は
収
益

的
支
出
は
同
１
・
２
％
減
少
、
資
本

的
支
出
は
同
42
・
７
％
減
少
と
な
っ

て
い
ま
す
。

■特別会計の会計別予算額
会　計　名 31年度予算 前年度比

国民健康保険特別会計 48億2868万円 1.7％

後期高齢者医療特別会計 ４億4494万円 ▲0.4％

介護保険特別会計 36億228万円 6.1％ 

病院事業会計

収益的支出 26億8080万円 ▲1.2％

資本的支出 9018万円 ▲42.7％

計 116億4688万円 1.7％

一 般 会 計

－目的別歳出－－性質別歳出－ 歳出

※金額の表示に当たり、１万円未満は四捨五入しています。
また、表中（　）内は前年度比の増減率です。

［使われるお金］

Q&A
Q

A

Q

A　　市税や分担金・負担金、諸収入など市
が自主的に収入できる財源を「自主財源」、
地方交付税や国庫・県支出金、市債など国・
県からの交付を受けるものを「依存財源」
と言います。
　歳入に占める自主財源の割合が多いほど、
自立安定した市の財政運営がしやすくなり
ます。

自主財源と依存財源の違いって？

　　地方自治体の経費のうち、支出が義務
付けられ、任意に削減できない人件費、公
債費、扶助費のことを「義務的経費」、こ
れ以外で、任意で削減が可能な経費を「任
意的経費」と言います。
　義務的経費の割合が小さいほど財政に弾
力性があり、柔軟な予算編成が可能になり
ます。

義務的経費と任意的経費って何？

財政用語

扶助費
31億2995万円
20.2%

補助費等
30億7732万円
19.9%

物件費
19億1420万円
12.4%

投資的経費
12億2393万円
7.9%

繰出金
13億9639万円
9.0%

その他
４億4030万円
2.9%

人件費
26億2013万円
16.9%

公債費
16億7978万円
10.8%
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